

















































































本条は，本法が対象とする道路運送事業（第 2条第 1項），車両（第 2







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































年度末 路線トラック 区域トラック 小型 特定貨物 霊柩 合計
昭20 55 909 964
　21 57 736 793
　22 93 761 111 965
　23 145 829 151 1,125
　24 218 982 193 1,393







































































分 特号 一号 特号 一号 二号 特号 一号 二号 一号 二号
2粁迄 11.00 10.00 8.00 14.00 12.00 11.00 28.00 24.00 42.00
4 〃 4.50 4.00 13.50 12.00 10.00 17.00 15.00 13.00 34.00 30.00 51.00 128.00














6.00 5.50 5.00 52.00 48.00 78.00 197.00




11.00 11.00 18.00 46.00












年月日 21 22 22 23
重　量 3.4 4.16 7.6 6.23
20Kg迄 2.00 4.00 6.00 15.00
30 〃 3.00 6.00 9.00 23.00
40 〃 4.00 8.00 12.00 30.00
50 〃 5.00 10.00 15.00 38.00
60 〃 6.00 12.00 18.00 45.00
70 〃 7.00 14.00 21.00 53.00
80 〃 8.00 16.00 24.00 60.00
90 〃 8.90 17.80 26.70 68.00



























































































































































































































は昭和24年 3 月 9 日に小運送審議会の答申に基づき告示第103号を発出し
「小運送業免許基準」を発表，同時に全国の主要33駅を複数化駅として指
定した。69）



























決，成立し，翌昭和25年 2 月 1 日から施行された。
なお，同時に「日本通運株式会社法廃止法案」，及び「日本国有鉄道の
所有地内にある日本通運株式会社の施設の処理等に関する法案」も可決，
成立，同年12月 7 日に法律第241号をもって公布され，翌25年 2 月 1 日よ
り施行された。


































































且つ，適正な利潤を含むものであること（第20条 2 項 1 号），②特定の荷



































































































































（ 5）　志鎌一之『自動車交通政策の変遷』（財）運輸故資更生協会　昭和30年 3 月　251
頁。
（ 6）　志鎌　同上書　249～254頁。

















































（28）　福島元吉「免許基準私見」『道路運送新聞』昭和23年 4 月 5 日付。
（29）　免許の申請に係る申請書の具体的記載事項については，『道路運送法施行規則』
























































































（85）　昭和26年 6 月 1 日　法律第185号。

























































【参考 2】免許基準（運輸省告示第164号）昭和23年 6 月 5 日
道路運送法第12条第 1項の規定により，自動車運送事業の免許基準を次
のように定める。
1．自動車運送事業の公共性に鑑み，これが免許は，その必要性，合理性
及び緊要性において社会的需要に即応するものであること。
2．免許することによって当該地区における自動車運送にかかる公共の福
祉を増進し得るものであること。
3．免許の結果，当該地区における供給輸送力が輸送需要に対し著しく供
給過剰とならないこと。
4．当該事業の路線又は営業区域は，経済的企業経営単位を形成すること。
5．自動車運送事業における供給輸送力は，輸送需要に対し均衡のとれた
ものであって，且つ適切なものであること。
6．自動車運送事業の規模は，事業の基礎が鞏固であって，且つ興業費及
び事業計画が企業全体として供給輸送力と均衡のとれたものであるこ
と。
7．路線を定める自動車運送事業にあっては，公共の期待性に適合する運
行計画を有すること。
8．特定自動車運送事業にあっては，第1号乃至第6号の条件を具備する外，
左に掲げるところによること。
　　⑴　当該事業が特定の旅客又は荷主に特に専属する必要があること。
　　⑵　当該事業における特定の旅客又は荷主の輸送需要が社会的又は経
済的に見て重要であること。
　　⑶　当該の特定の旅客又は荷主の責任体制が鞏固であって，特定の旅
客又は荷主の範囲が適正且つ明確であること。
9．小運送業のため経営する貨物自動車運送事業における供給輸送力は，
当該小運送業のためにする物品の集配需要に相当するものであること。
